
国有財産の有効活用に関する報告書のポイント 
 

１．検討経過 
(1) 庁舎・宿舎について、売却・有効活用を進める観点から、徹底的に見直し。 
(2) 23 区内 339 件全ての庁舎について、民間有識者が、現地視察や省庁・民
間ヒアリング含め、精力的に議論。 

(3) 23 区外の宿舎についても、各財務局に民間有識者会議を設置し、検討。 
 ⇒「有効活用の基本方針」を策定。 
 
２．霞が関は売却せず、高層合同庁舎化 
(1) 内閣府（講堂等）を高層合同庁舎化（容積率 500％・高さ 65ｍ程度） 
(2) 財務省を高層合同庁舎化 
・現行容積率（500％）の引上げ、歴史的建築物の取扱い等については、東京都・千

代田区と協議。 

 
３．大手町は処分（2.4 万㎡） 
(1) 気象庁は虎ノ門へ移転（危機管理能力も向上） 
(2) 東京国税局は築地へ移転（納税者の利便は維持） 
(3) 処分の具体的手法は今後検討 
 
４．各種庁舎、会議室、研修所、倉庫 
(1) 有効活用されていないものは廃止（35 箇所） 

例：五反田共用会議所（内閣法制局） 
千鳥ヶ淵（三番町共用会議所等）は公園化 

(2) 省庁別を改め、集約化（31 箇所） 
例：共同研修所（西ヶ原）、共同倉庫（大井） 
税務署と法務局出張所などの合築（王子） 

 
５．23 区外（札幌、仙台、関東、名古屋、大阪、広島、福岡等）の宿舎 
・有効活用されていないもの、小規模なものは廃止。省庁別を改め集約化。 
・1,014 箇所（約 6.1 万戸） ⇒ 377 箇所（約 4.8 万戸） 
 ・この結果、309ha（東京ドーム 67 個分）の跡地を捻出。  
 
６．環境・まちづくり・景観に最大限配慮 
(1) 新庁舎は、最新鋭の環境対応型 
(2) 霞が関は、景観と調和し、品格を備えた中央官庁街に。 
(3) 23 区外の宿舎は、地域の活性化にも貢献（＝地方公共団体とも連携） 
 
７．売却収入 
「基本方針 2006」（庁舎 0.5 兆円、宿舎 1.0 兆円）を達成 
・新庁舎建設は、一般会計負担によらず、土地の売却収入の一部を充てる（特々会計の活用）。 

 

８．民間の知見を最大限活用。 
 
９．公正・透明な手続で実施。 



 

 

 資 料  



 
 

大手町 

気象庁 

東京国税局 

主要庁舎の集約化のイメージ 

公公正正かかつつ透透明明なな  

手手続続のの下下でで処処分分  
海洋情報部

 

②移転 

霞が関近辺（虎ノ門） 

新庁舎 

内閣府 

②移転 

①仮移転 

永田町合庁 

③統計局、 

人事・恩給局 

移転 

倉

庫
新庁舎 

③内閣府等移転 

⑤主要部分移転 

（注）「処分」とあるのは、売却以外の有効活用策を含みうる。 

臨海部 
築地 

③移転 

内閣府借上庁舎 
例：行革推進本部事務局等 

③、⑤移転 

一一部部  

処処分分  

処処分分・・借借上上解解消消  

若松町 財務省・４号館 

 

財務省・４号館 

 

 
統計局、人事・恩給局
統計センター等 

第 2 期初 築地の海洋情報部を臨海部に仮移転。（①） 
第 2期末 東京国税局を築地に移転。気象庁を霞が関近辺（虎ノ門）に移転。（②） 
２５年 内閣府新合同庁舎建設。（③） 

第 3期初 大手町を処分。（④） 
第 3期末 財務省を高層合同庁舎化。（⑤） 
２８年 若松町（一部）、永田町合庁を処分。内閣府借上庁舎解消。（⑥） ※第 2期 23～25 年度目途、第 3期 26 年度以降目途 

⑥ 
⑥ 

④ 

Ａ棟 

Ｂ棟（講堂） 

 

1



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

共同研修所 

 

国家公務員研修センター 

厚生労働本省庁舎 

白金台分室（研修機能）

財務本省研修所 

新宿区若松町 

文京区小石川 

北区西ヶ原 

港区白金台 

 

 
総務省 

統計研修所 

移転 

移転 

移転 

移転 

研修所の移転・再配置のイメージ 

第２期 北区西ヶ原（農林水産省西ヶ原分室等敷地）に共同研修所を整備し、下記の研修所を集約化。     ※第 2期 23～25 年度目途 

新宿区市ヶ谷 

（注）「処分」とあるのは、売却 

以外の有効活用策を含みうる。 

処処分分  
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共同倉庫、王子税務署等の移転・再配置のイメージ 

第２期 東京税関大井出張所と共同倉庫を一体整備し、下記の倉庫を集約化。（①） 

第３期 会計検査院王子書庫跡地に合同庁舎を整備し、王子税務署等を集約化。（②） 

※第 2期 23～25 年度目途、第 3期 26 年度以降目途 

東京税関大井出張所

 

大田区東海 

文部科学省資料保管所 

文京区白山 

国税庁大崎倉庫 

国税庁大崎宿舎 

品川区西五反田

 

 

総務省倉庫 

新宿区若松町 

王子税務署 

北区王子 

東京法務局北出張所

北区王子 

王子労働基準監督署 

北区赤羽 

北区王子 

処処分分  

処処分分

一一部部
処処分分

処処分分  

処処分分  

処処分分  

①移転 

①移転 

①移転 

①移転 ②移転 

【②合同庁舎整備】 

【①共同倉庫整備】

 

（注）「処分」とあるのは、売却以外の有効活用策を含みうる。 

会計検査院王子書庫

 

3



 
 
 
 
 
 
 
 

総務省統計局、第八機動隊等の移転・再配置のイメージ 

第２期 総務省統計局等が中央合同庁舎第４号館に移転。（①） 

第３期 総務省統計局敷地に合同庁舎を整備し、第八機動隊等を集約化（②） 

※第 2期 23～25 年度目途、第 3期 26 年度以降目途 

財務省・４号館 

 

財務省・４号館 

 

 

総務省統計局等 

新宿区若松町 

第八機動隊 

（主要部分） 

第一営繕事務所 

東京行政評価事務所

四谷税務署 

処処分分  

処処分分  

新宿区百人町 

新宿区三栄町 

新宿地方合同庁舎 

①移転 

②移転 

②移転 

②移転 

②移転 

警察庁中野第二庁舎 

中野区野方 

敷地なし 

（警察庁中野第一庁舎敷地） 

（注）「処分」とあるのは、売却以外の有効活用策を含みうる。 

 

処処分分  
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世田谷税務署、法務局の合築のイメージ 

移転 

第２期 世田谷税務署と東京法務局世田谷出張所を合築。                       ※第 2期 23～25 年度目途 

東京法務局世田谷出張所 

世田谷区若林 
世田谷区若林 

世田谷税務署 

 

処処分分  

（注）「処分」とあるのは、売却以外の有効活用策を含みうる。 
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・青山分室（人事院）
・五反田共用会議所 （内閣法制局）
・警察庁分室 （警察庁）
・緑ヶ岡分室（総務省）
・三田分室（法務省）
・最高検察庁元麻布分室（法務省）
・青山宿泊所 （財務省）
・関東財務局分室（財務省）
・東京税関分室（財務省）
・椎名町書庫（財務省）
・西早稲田車庫 （財務省）
・本塩町第1車庫（財務省）
・太子堂車庫（財務省）

・旧足立社会保険事務所（社会保険庁）
・大井種苗検査場（農林水産省）
・農林水産省青山分室（農林水産省）
・農林水産省西ヶ原分室（農林水産省）＊
・狸穴分室 （国土交通省）
・麹町職員研修所（国土交通省）
・防衛施設庁分室 （防衛省）

・宮内庁分室（宮内庁）（一部） ＊
・三番町共用会議所（農林水産省） ＊
・農林水産省分庁舎（農林水産省） ＊

（注） ＊は庁舎の建替用地等として利用予定。

・王子書庫（会計検査院）＊
・国家公務員研修センター（人事院）
・永田町合同庁舎（内閣府）
・一番町庁舎（警察庁）
・特科車両隊（警察庁） ＊
・第五機動隊（警察庁）
・第八機動隊（警察庁）
・東京倉庫００１（警察庁） ＊
・警察庁中野第一庁舎(警察庁）
・総務省統計局（総務省）（一部）
・東京法務局世田谷出張所（法務省）
・東京法務局北出張所（法務省）
・在外職員子弟育英寮（外務省）
・湯島地方合同庁舎（財務省）

・東京労働局（厚生労働省） ＊
・豊島地方合同庁舎（厚生労働省） ＊
・王子労働基準監督署（厚生労働省）
・足立公共職業安定所（厚生労働省）
・国立保健医療科学院（白金庁舎）

（厚生労働省）
・国立医薬品食品衛生研究所（厚生労働省）
・農林水産政策研究所（農林水産省）＊
・食料消費技術研修館庁舎（農林水産省）
・新宿地方合同庁舎（国土交通省）
・金杉橋出張所（国土交通省）
・東京第二営繕事務所（国土交通省）
・気象庁大手町（気象庁）
・海洋情報部庁舎（海上保安庁）＊

以下の庁舎は、移転・再配置し、跡地として捻出。（建替用地を除き３１箇所）

以下の庁舎は廃止。（建替用地を除き３５箇所）

新たに有効活用できる土地として捻出される庁舎敷地一覧（建替用地を除き６６箇所、２０ha）

・国税庁鉢山分庁舎（国税庁）
・大田労働基準監督署（厚生労働省）
・厚生労働本省庁舎白金台分室（厚生労働省）
・旧品川労働基準監督署（厚生労働省）
・旧江戸川労働基準監督署（厚生労働省）
・旧亀戸公共職業安定所 （厚生労働省）
・東京社会保険事務局神田分室（社会保険庁）
・社会保険庁分室 （社会保険庁）
・社会保険桜上水研修所（社会保険庁）
・旧品川社会保険事務所（社会保険庁）
・社会保険庁東京倉庫（社会保険庁）

・旧港社会保険事務所（社会保険庁）

・旧池袋社会保険事務所（社会保険庁）

・東京税関大井出張所（財務省）＊
・財務本省研修所（財務省）＊
・大手町合同庁舎第３号館（国税庁）
・四谷税務署 （国税庁）
・小石川税務署（国税庁）
・世田谷税務署（国税庁） ＊
・荻窪税務署（国税庁） （一部）
・杉並税務署（国税庁）
・豊島税務署（国税庁）
・王子税務署（国税庁）
・大崎倉庫（国税庁）
・文部科学省資料保管所（文部科学省）
・国立教育政策研究所庁舎（文部科学省）
・関東信越厚生局麻薬取締部（厚生労働省）

２３区内の会議室・研修所・倉庫等（借地等売却できないものは除く）は、全体の３／４を廃止・移転。 6



財務局 箇所
面積
（ha）

都道府県名

北円山 南14条西19丁目 南16条 南9条 南8条 桑園 双子山 北12条 南20条職員 気象台構内 南14条 北7条 北7条西25丁目 南14条西16丁目 北12条
南20条職員 南20条職員 南新川 幌北 札幌管制部独身寮 北28条 北27条寮 新生寮 新生寮 平岸1条5丁目 平岸3区職員 平岸(2) 平岸10丁目職員 中の島2条職員 中の島2条職員

水車町職員 水車町職員 水車町 水車町 水車町寮 水車町寮 平岸1区職員 平岸1区職員 平岸1区職員 平岸1区職員 平岸(2) 平岸(2) 平岸(2) 24軒(3) 24軒(3)
24軒(3) 24軒職員 琴似 24軒(1) 24軒(1) 24軒(1) 24軒(1) 24軒(4) 琴似 等

東北 22 9 宮城県 角五郎 角五郎独身 東丁 角五郎 中江 仙台錦町 宮町 連坊 長町第二 鍋田 八本松独身 広瀬 向山 等

神奈川寮 子安台 新子安 南原 戸部 紅葉坂 西戸部 老松 西戸部 野毛山 千代崎 山手 根岸台 中村町 大岡
三春台 稲荷山 でいき第２ 富岡 平潟 室の木 室の木第二 金沢八景 六浦 室の木 菊名 吉田町 三王山 港南 藤ヶ沢(1)
藤ヶ沢(2) 港南台(2) 港南台 港南台 港南台 港南台 港南台 三ツ境 南小菅ヶ谷 大船 戸塚寮第一・戸塚寮第二 青葉台 美しが丘 今井西町 矢上
南加瀬 蟹ヶ谷 蟹ヶ谷 梶ヶ谷 中野島 東ヶ丘 東ヶ丘 でいき(1) でいき(2) でいき(3) 大多良 港南台(1) 宮崎台 等
弁天 長作 作草部 稲毛 園生 第３轟 轟 天台 轟 稲毛 幸町 行徳 宮本 東船橋第一 東船橋第二

船橋合同 船橋 高根木戸 船橋行田 二和 薬園台 船橋職員 東船橋 船橋 東船橋 船橋第二合同 船橋合同 松戸職員 松戸 大金平
馬橋第二 馬橋第一 松戸 胡録台 胡録台 清志町第二 大金平 西馬橋 北小金 習志野 習志野第２ 東習志野１ 東習志野２ 津田沼2号 泉
津田沼 柏 柏 柏中央 柏富里 旭町 市川 市川 二俣 市川 相模台 松戸 北小金 津田沼 津田沼
津田沼第３ 等
大宮(1) 大宮(2) 大宮第２ 大宮盆栽 大宮第２日進 北大宮 寿能 大宮 小深作 大和田 岸町第一 岸町第二 常盤第３ 常盤 浦和下木崎

浦和文蔵 浦和 浦和 浦和 浦和 岩槻 川越 川越 西川口 川口 東川口 所沢職員 新所沢 新所沢 新所沢
草加 旭町 草加合同（みどり寮） 朝霞 春日部 上尾 戸田 笹目 与野第２ 与野 領家 北浦和第２ 北浦和 川口独身 狭山ヶ丘(1)

狭山ヶ丘(2) 草加 草加 等
八王子 農林水産研修所 八王子台 立川職員 西久保 吉祥寺南 武蔵境 武蔵境 吉祥寺 三鷹第２ 牟礼 三鷹 府中第２ 昭島職員 昭島
昭島 昭島第２ 調布 国分寺 小金井 小平 小川 萩山独身寮 村山第１ 萩山 村山第２ むさしの 国立 国分寺 清瀬
東久留米 久留米 東久留米第２(2) 田無独身 西調布 小金井 東久留米第２(1) 等
吾妻１丁目 吾妻３丁目 吾妻３丁目 吾妻３丁目 竹園２丁目 竹園３丁目 竹園３丁目 竹園３丁目 並木２丁目 並木３丁目 並木３丁目 並木３丁目 並木４丁目 並木４丁目 松代４丁目

松代５丁目 松代５丁目 松代５丁目

8 2 石川県 平和Ｂ（1） 平和Ｃ 山科町第ニ 本多町 富樫 城南 第二平和寮 泉本町第三・共同 平和Ａ 平和Ｂ（2） 平和Ｂ（3） 等

鹿子殿第2 (1号棟) 若竹町 鹿子殿第2 (2,3号棟) 向陽荘 愛宕寮 萱場 萱場寮 鹿子殿第2 (4～6号棟) 千種西 (6号棟) 橦木 徳川町 成願寺町 名城9号棟 城北 (9～16号棟) 八代
岩塚寮 清水 清水 八雲町 天池寮 狭間町 萩山 佐渡町 打出 港陽 港明町 築地口 浜町 真砂町 第1港陽町
第2港陽町 名古屋独身寮 駈上独身寮 小幡寮 小幡 守山 小幡寮 元補 池上台 鳴子 大廻間 大廻間寮 西里第2 猪高 猪高寮
上菅 名東 八事 黒石 千種東 千種西 萱場 白鳥 猪子石 等

西寮 弁天 弁天 勝山 阿倍野 阿倍野第２ 北畠 北畠 住吉 今川 鷹合 喜連 木ノ本 竜造寺 いずみ寮
浅香寮 陵北寮 堺第２ 堺第３ 浜寺寮 陵北寮 津久野 つくの寮 泉ヶ丘 待兼山 空港第1 五月丘１丁目 五月丘３丁目 石橋寮 石橋寮
空港 日吉台 高槻 大蔵司職員 中宮寮 楠葉 香里(12～17号棟) 北ヶ丘 くずは 香里(1号棟) 香里(1号棟) 香里ヶ丘独身寮 楠葉 禁野 中振職員
星ヶ丘 御殿山(2) 星ヶ丘 香里ヶ丘 中宮職員 香里職員 八尾 志紀 志紀 寝屋川公務員 幸町 千舟寮 大阪港湾 千舟 城東寮
城東寮 津雲台 新千里山 枚方(23～43号棟) 等
衣笠 桃山第2 藤ノ森（３～８号棟） 深草寮 墨染 深草寮 藤ノ森(９～14号棟） 桃山 大亀谷 関西支所公務員 大亀谷 桂 向日寮 桃山東(1～10号棟） 桃山東(11～15号棟)

等
本山 赤塚山 本山 魚崎 深江職員 北落合 須磨 舞子第２ 霞ヶ丘 垂水寮 清水谷職員 垂水白雲寮 垂水 上王居殿職員 上王居殿
神戸有野寮 五葉寮 下山手 山本通 山手寮 山手 伊川谷 伊川谷 尼崎 東園田職員 東園田その１ 東園田その２ 上甲東園職員 浜甲子園 南甲子園
武庫川寮 甲子園職員 甲子園寮 鳴尾第二 松園町職員 鳴尾第一 打出浜職員 伊丹(22～25号棟) 舞子 仁川（1～4号棟） 仁川(5～8号棟) 伊丹 等

局長 白島 白島 吉島 吉島 太田川 天水 天水 二葉 天水 宮の下 神田山 牛田 牛田共同 第二牛田
早稲田 第二天水 比治山第二 御幸 第二御幸・第三御幸 翠町 東雲南 東雲南ＲＣ 皆実町 蟹屋 比治山第二 宇品東 己斐 長束 大芝
大芝 大芝第２ 大芝第２ 大芝第五 大芝第四 小河内町 小河内町 南下安 南下安第二 別所 船越町 船越ＲＣ 五日市 大野町 牛田
第三牛田 第四牛田 第五牛田 等

四国 16 2 香川県 紫雲寮 昭和町 中央 宮脇 内間 番町 昭和町第二 幸町 花園第二 等

九州 4 3 熊本県 大江 白川 銀杏寮 等

鋳物師 堺町寮 篠崎 中井 相生町 簀子 薬院 友泉 簀子 小笹 東薬院 平尾 唐人町 薬院 小笹台
気象台 大手門 茶山① 茶山② 等

（注１）上記一覧のうち、斜体字の宿舎は全部又は一部が建替用地となるものである。

（注２）上記の廃止される宿舎に東京２３区内で廃止される宿舎（２５０箇所、５３ｈａ）を加えると、廃止される宿舎は８８０箇所、３６０ｈａ程度となる。

廃止予定宿舎

61128近畿

大阪府

兵庫県

京都府

茨城県

46福岡

2061中国 広島県

福岡県

東海

59 29

148236

1957

16

愛知県

北海道

関東

北陸

北海道

神奈川県

千葉県

埼玉県

東京都

東京２３区外の廃止予定宿舎一覧　（637箇所、309ｈａ）
以下の基準に該当する宿舎は原則廃止。
　①土地の有効活用が図られていない（容積率利用率50％未満）宿
舎
　②小規模（1,000㎡未満）宿舎
　③老朽化した宿舎
④そ 他都市再生等 活用が考えられる土地 所在する宿舎
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（注）

東京23区外の宿舎の移転・再配置計画

平成１８年度
１，０１４箇所

現在 １，０１４箇所

平成２７年度
３７７箇所６３７箇所減少６３７箇所減少

廃 止 ６３７箇所

（注）この他、対象地域外の１２箇所の宿舎に集約化する。

３７７箇所

（注）

（注）平成１８年９月１日現在

廃止基準に該当しない宿舎 １５０箇所

危機管理等の移転困難宿舎 １７２箇所

集約化する宿舎 ５５箇所
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「基本方針2006」（庁舎0.5兆円、宿舎1.0兆円)を達成

・ 東京２３区内の庁舎 約 ５，４００億円

・ 宿舎 約１兆１，０００億円

・ 合計 約１兆６，４００億円

（注） 今回の売却収入の目安は平成18年を基準としている。

売却収入の目安
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 東京２３区内の庁舎 
・ 339件全ての庁舎について詳細な情報の開示を受け、現地視察

（21か所）や省庁ヒアリング（内閣、1府10省、会計検査院、最

高裁判所）を実施。 

 ・ また、幅広い業種の企業・関連団体（6団体）から民間実務を

踏まえた提案をヒアリング。 

 ・ 更に、霞が関については、模型を使った検討を実施。 

 

 東京２３区外の宿舎 
 ・ 地域の実情を踏まえた検討を行うため、地方有識者会議を設置

（全国で28回54時間にわたる審議）。 

 ・ その結果を、本有識者会議が報告を受け、更に精査。 

検 討 経 過 
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第１回 １８年８月２８日（月） 
     ・事務局説明 
      （これまでの議論の経緯、国有財産に関する基礎情報など） 
     ・検討の着眼点についての議論 ① 
第２回 ９月７日（木） 
     ・事務局説明 
      庁舎・宿舎の耐震性の状況、平成16年度国の財務書類のポイントなど 
     ・検討の着眼点についての議論 ② 
第３回 １０月２６日（木） 
     ・事務局説明 
     ・今後のスケジュール（案）、 
     ・東京23区内の庁舎の現状、東京23区以外の地域の宿舎についての作

業方針についてなど 
第４回 １１月１０日（金） 
     ・現地視察（東京23区内の庁舎） ① 
第５回 １１月２２日（水） 
     ・現地視察（東京23区内の庁舎） ② 
第６回 １１月２９日（水） 
     ・現地視察（東京23区内の庁舎） ③ 
第７回 １２月６日（水） 
     ・省庁ヒアリング（東京23区内の庁舎） ① 
第８回 １２月７日（木） 
     ・省庁ヒアリング（東京23区内の庁舎） ② 
第９回 平成１９年１月２９日（月） 
     ・民間ヒアリング（東京23区内の庁舎） 
      三井不動産株式会社、 
      ＪＰモルガン証券株式会社、 
      住友信託銀行株式会社、 
      三菱地所株式会社、 
      日興シティグループ証券株式会社、 
      社団法人全国宅地建物取引業協会連合会 

第１０回 平成１９年１月３０日（火） 
      ・事務局説明 
       東京23区以外の地域の宿舎の移転・再配置計画について、 
       平成19年度における東京23区内に所在する宿舎の移転・再配置計画

について、 
       未利用国有地の効果的な売却方策について 
      ・東京23区内に所在する庁舎の検討の視点についての議論 
第１１回 ２月６日（火） 
      ・自由討議 
第１２回 ２月２０日（火） 
      ・省庁ヒアリング 
      ・庁舎の類型別毎の有効活用の指針についての議論 
第１３回 ２月２８日（水） 
      ・事務局説明 
       （東京23区以外の地域の宿舎の移転・再配置計画について） 
      ・中間とりまとめに向けた討議 ① 
第１４回 ３月８日（木） 
      ・中間とりまとめに向けた討議 ② 
第１５回 ３月１３日（火） 
      ・中間とりまとめに向けた討議 ③ 
第１６回 ３月２３日（金） 
      ・中間とりまとめ 
第１７回 ５月７日（月） 
      ・霞が関についての議論 
      ・模型視察 
第１８回 ５月２５日（金） 
      ・とりまとめに向けた討議 ① 
第１９回 ６月１日（金） 
      ・とりまとめに向けた討議 ② 
第２０回 ６月１５日（金） 
      ・報告書とりまとめ 

「国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議」の開催状況 
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国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議メンバー 

 

（敬称略、座長を除き五十音順） 

氏  名 所  属 

 伊藤   滋（座長） 早稲田大学特命教授 

 赤羽  貴  弁護士（アンダーソン・毛利・友常法律事務所パートナー） 

 浅見 泰司 東京大学空間情報科学研究センター副センター長、教授 

 大垣 尚司 立命館大学大学院法学研究科教授、金融・法・税務研究センター長 

 岡本 圭司   (社) 日本ビルヂング協会連合会 顧問 

 緒方 瑞穂 不動産鑑定士  (社）日本不動産鑑定協会 副会長 

 加藤 久子  公認会計士（新日本アーンスト アンド ヤング税理士法人 代表社員) 

 日端 康雄 慶應義塾大学大学院教授 
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（敬称略、座長を除き五十音順）

財務局名 所属 氏名 財務局名 所属 氏名

北海道大学大学院工学研究科教授 小林　英嗣（座長） 広島工業大学学長補佐・大学院環境学研究科教授 森保　洋之（座長）

（財）日本不動産研究所札幌支所長 市川　喜通 （社）中国地方総合研究センター常務理事 齋宮　正憲

札幌市市民まちづくり局都市計画部長 猿田　昭治 広島市緑化推進審議会委員（㈱アステック代表取締役社長） 岩重　律子

北海道建設部まちづくり局長 畑　秀叔 広島大学大学院法務研究科教授 岡本　友子

公認会計士簱本道男事務所所長（公認会計士） 簱本　道男 広島市企画総務局計画担当局長 湯浅　敏郎

宮城大学事業構想学部教授 山田　晴義（座長） （財）日本不動産研究所広島支所長 脇坂　重之

（社）宮城県不動産鑑定士協会会長 小関　富雄 日本公認会計士協会四国会会長 岡林　正文（座長）

東北大学大学院経済学研究科教授 増田　聡 香川県土木部長 久保　市郎

（社）東北経済連合会　総務企画部長 丸山　稔 四国不動産鑑定士協会連合会副会長 熊井　幸秀

仙台市都市整備局次長 山田　文雄 香川大学工学部教授 土井　健司

星総合法律事務所（弁護士） 星　德行（座長） 香川県不動産鑑定士協会地価調査委員長 名渕　薫

駒澤大学法学部政治学科助教授 内海　麻利 九州東海大学工学部教授 渡邉　千賀惠（座長）

関東地方知事会会長（茨城県知事） 橋本　昌 （財）地域流通経済研究所主任研究員 秋野　裕子

（社）不動産協会副理事長兼専務理事 林　桂一 熊本大学工学部教授 石原　修

（財）日本不動産研究所理事東東京支所長 宮ヶ原　光正 （社）九州・沖縄不動産鑑定士協会連合会副会長（不動産鑑定士） 西浄　隆志

金沢工業大学環境・建築学部教授 谷　明彦（座長） 熊本県土木部都市計画課長 山本　幸

（財）北陸経済研究所主任研究員 倉嶋　英二 熊本商工会議所専務理事 永田　昭三

（財）日本不動産研究所金沢支所長 小室　直人 (財)福岡アジア都市研究所理事長 樗木　武（座長）

石川県土木部長 小間井　孝吉 福岡大学工学部教授 井上　信昭

福井大学工学部教授 野嶋　慎二 ㈱大貝環境計画研究所代表取締役所長 大貝　知子

富山県土木部長 埴生　雅章 （財）日本不動産研究所福岡支所長 平山　和典

金沢大学教育学部教授 山岸　雅子 福岡市都市整備局都市計画部長 松本　法雄

中京大学総合政策学部長 奥野　信宏（座長） （社）日本不動産鑑定協会理事 玉那覇　兼雄（座長）

名古屋文化短期大学教授 志水　暎子 那覇市都市計画部長 上間　豊春

名古屋市住宅都市局都市計画部長 田宮　正道 沖縄県土木建築部建築都市統括監 臼井　栄

愛知県不動産鑑定士協会会長 前川　桂子 沖縄大学法経学部助教授 小野　啓子

日本公認会計士協会東海会会長 前川　三喜男 沖縄県土地家屋調査士会会長 金城　榮秀

大阪大学大学院経済学研究科兼国際公共政策研究科教授 齊藤　愼（座長） 北中城村参与 高嶺　晃

関西学院大学総合政策学部教授 角野　幸博 浦添市都市計画部長 松川　洋明

中木公認会計士事務所長（公認会計士） 中木　福義

大阪市計画調整局理事兼開発企画部長 中村　陽一

（財）日本不動産研究所理事大阪支所長（不動産鑑定士） 吉村　彰彦

九州財務局

福岡財務支局

沖縄総合事務局

東海財務局

国有財産の有効活用に関する地方有識者会議メンバー

近畿財務局

中国財務局

四国財務局

北海道財務局

東北財務局

関東財務局

北陸財務局

13



国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議

会計検査院 総務省 文部科学省 国土交通省

内閣（人事院） 法務省 厚生労働省 防衛省

内閣（内閣） 外務省 農林水産省

内閣府 財務省 経済産業省 （参考意見）最高裁判所

（注）各庁舎の維持管理省庁よりヒアリングを実施。

業種

不動産会社

不動産会社

証券会社

証券会社

信託銀行

宅地建物取引業

省庁ヒアリング先一覧

民間ヒアリング先一覧

省庁名

住友信託銀行（株）

三井不動産（株）

三菱地所（株）

（社）全国宅地建物取引業協会連合会

会社名

ＪＰモルガン証券（株）

日興シティグループ証券（株）
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国有財産の有効活用に関する地方有識者会議　ヒアリング先一覧

財務局 業種 会社名 財務局 業種 会社名

不動産会社 札幌三井不動産販売（株） 不動産会社 東亜地所(株)

建設会社 伊藤組土建（株） 建設会社 (社)広島県建設工業協会

銀行 （株）北洋銀行 銀行 (株)広島銀行

不動産会社 （株)セプロ 宅地建物取引業 (社)広島県宅地建物取引業協会

政策金融機関 日本政策投資銀行東北支店 商工会議所 広島商工会議所

不動産（独法） 独立行政法人都市再生機構仙台都市整備事務所 不動産会社 マキノ不動産開発（株）

不動産会社 三井不動産レジデンシャル（株） 建設会社 （株）合田工務店

不動産会社 三菱地所（株） 銀行 （株）百十四銀行

不動産会社 東京建物（株） 政策金融機関 日本政策投資銀行 四国支店

信託銀行 みずほ信託銀行（株） 建設会社 （株）岩永組

不動産会社 アパ（株） 地方公共団体 熊本市役所（都市計画課）

宅地建物取引業 (社)石川県宅地建物取引業協会 不動産研究・鑑定 （財）日本不動産研究所熊本支所

商工会議所 金沢商工会議所 不動産会社 （株）三好不動産

不動産会社 三交不動産（株） 銀行 （株）西日本シティ銀行

不動産会社 トヨタホーム（株） 鉄道会社 九州旅客鉄道（株）

不動産（独法） 独立行政法人都市再生機構中部支社 不動産（独法） 独立行政法人都市再生機構九州支社

不動産会社 光亜興産（株）

建設会社 大和ハウス工業（株）

信託銀行 住友信託銀行（株）

鉄道会社 阪急電鉄（株）

不動産（独法） 独立行政法人都市再生機構西日本支社

近畿

関東

北陸

東海

東北

北海道

中国

四国

九州

福岡
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（参考）  中央合同庁舎第７号館の整備について 

約６年半 

東
京
都
・
千
代
田
区
に
都
市
計
画
の
提
案 

（
「
霞
が
関
三
丁
目
南
地
区
再
開
発
地
区
計
画
企
画
提
案
書
」
提
出
） 

都
市
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
第
１
次
決
定 

霞
が
関
三
丁
目
南
地
区
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
発
足 

都
市
計
画
決
定
（
再
開
発
地
区
計
画
方
針
） 

都
市
計
画
決
定
（
地
区
整
備
計
画
） 

本 

工 
事 

着 

手 

使 

用 

開 

始 

建 

物 

完 

成 

2001 年 6 月 

（平成 13 年）

2001 年 8 月 

（平成 13 年） 

2002 年 8 月 

（平成 14 年）

2003 年 1 月 

（平成 15 年）

2004 年 3 月 

（平成 16 年）

2005 年 1 月 

（平成 17 年）

2007 年 9 月 

（平成 19 年）

2008 年 1 月 

（平成 20 年） 

16



国有財産の有効活用に関する報告書

国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議

平成 19 年６月 15 日

－庁舎・宿舎の有効活用のための基本戦略と具体的方策－
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平成２７年５月吉日 
ご近隣の皆様へ 

建築主：鞆絵サイエンスパートナーズ株式会社 
設計者：大成建設株式会社一級建築士事務所  
施工者：未定                

               
 気象庁虎ノ門庁舎（仮称）・港区立教育センター整備等事業について 

 
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

   さて、この度私どもでは、東京都港区虎ノ門３－６－９（住居表示）におきまして気象庁虎ノ門庁舎（仮

称）・港区立教育センター整備等事業を計画しております。 
このたび、「東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」および「港区中高層建築

物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」に基づき本計画の説明会を開催いたしたくご案内申し上

げます。 
   ご多忙のところ大変恐縮ですが、ご出席賜りますようお願い申し上げます。 
   （※施工者が正式に決まり次第、工事説明会を開催します。） 
                                              敬 具 

記 
 

日 時  平成２７年５月２８日（木曜日）１９時００分～ （受付開始１８時３０分から） 
場 所  港区虎ノ門１－１５－１０ 名和ビル ４階 スタンダード会議室 

【説明会場案内図】 

         

 
 
 
 
 
 

【 計画建物の概要 】 
建築物の名称 気象庁虎ノ門庁舎（仮称）・港区立教育センター 

建築敷地の地名地番 東京都港区虎ノ門三丁目３３、３４、３５番 

建築物の概要   

   用途 庁 舎、博物館、図書館、駐車場 

敷地面積 ５，５１５．７６㎡ 

   建築面積 ２，６５０．００㎡ 

   延べ面積 ４３，６３０．００㎡ 

構造 鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造（１階床下中間免震構造） 

   基礎工法 直接基礎 

階数 地上１５階 地下２階 

高さ ８７ｍ（最高高さ ８７ｍ） 

着工予定 平成２８年１０月１日 

完了予定 平成３２年２月２９日 

建築主 鞆絵サイエンスパートナーズ株式会社 

設計者 大成建設株式会社 一級建築士事務所 

施工者 未定 

＊ 行政との協議により内容に変更が生じる場合がございます。 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

連絡受付窓口 
ご質問等がございましたら土曜・日曜・祝日を除く、 

８時３０分から１７時３０分までの間、下記までご連絡ください。 
   

大成建設㈱ 東京支店 地域環境チーム 
担当： 佐々木  

TEL  03-5381-5394   FAX  03-5325-4810 

1

51001977
長方形



2



3



4



【 隣接範囲（1H）に敷地を有する建築物に関すること 】 
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[ 作業方法・危害防止策について ] 

 

１．新築工事期間は 平成28年10月1日から平成32年2月29日の約41か月を予定しております。 

 

２．作業時間及び休日について 

イ) 作業は、原則として午前８時より午後６時まで（準備・片づけを除く）とさせていただきます。 

ロ) 日曜日は原則として休日といたします。 

ただし、つぎのような場合は、作業時間の変更または休日作業を行う場合がございます。 

① 安全確保の為に作業当日の予定を中断できない作業。 

② 品質確保の為に中断できない連続作業（生コンクリート打込み・コンクリ―ト押え作業等） 

③ 室内作業等、外部に大きな騒音・振動を発生させない作業 

④ 道路交通法により、時間的に車両規制を受ける機材の搬出入作業 

⑤ 暴風雨、地震等、安全維持のために必要な緊急作業 

⑥ 諸官庁の指導により作業日時を指定された作業 

  ※作業内容につきましては、仮囲いに掲示する週間工事予定に記載致します。 

 

３．作業所周辺の危険防止 

    工事敷地周辺に安全鋼板等による仮囲いを設け、また足場面には養生シート、防護アミ・ネッ 

ト等を設置し危険防止に万全を図ります。 

 

４．火災予防 

火気を使用する作業を行なう場合、管理責任者を定め、消火設備の整備を行なうなど、防火管 

理体制に万全を図ります。 

 

５．工事用車両の安全対策について 

車両出入り口の管理につきましては、誘導員を配置すると共に、事前に所轄警察署と協議の上、 

運転手等への指導・誘導を行ない、ご通行の皆様や一般車両への安全確保につとめます。 

 

６．土工事について 

    残土の搬出入は、道路を汚さないよう十分配慮するとともに周辺道路の清掃につとめます。 

 

７．基礎・地中の工事について 

   山留め壁・基礎杭工事は、周囲の地盤に対し掘削による影響を与えないように十分配慮し施工 

いたします。 

 

８．生コンクリート打設工事について 

   コンクリートの打設日には、生コン車の搬出入に伴う車両の誘導・交通整理・道路の清掃等 

   周辺道路の安全確保につとめます。 

 

 

 

 

 

９． 工事騒音、振動、塵埃飛散の抑制について 

イ）騒音・振動規制法等の趣旨に則り、工法の選択・使用機械の選定等を検討し騒音・振動の 

  発生低減につとめます。 

ロ）作業中は適宜散水を行い、作業によって生ずる塵埃の飛散の防止につとめます。 

ハ）建築解体材の処理については、関係諸法令に則り、適正に処理いたします。 

 

１０．現場管理について 

作業員の風紀、安全、衛生の管理は、教育の実施により徹底を図ります。 

現場に新規に入場する作業員については、専門工事業者であらかじめ教育を行い、現場乗込み 

当日に新規入場者教育を朝礼前に毎日実施いたします。 

 

１１．電波障害について 

当建築物及び本工事に起因してご近隣の皆様が使用しているテレビに電波受信障害が発生 

したときは、協議の上障害除去対策を講じます。 

 

１２．隣接家屋等の保全 

本工事に起因して万一ご近隣の皆様の家屋等に損傷等の被害が生じた場合は、協議の上必要な 

    措置をいたします。 

    尚、必要に応じてお立合いをいただいて、写真撮影、文章等で現状確認をいたします。 

 

１３．その他 

上記以外の問題やご近隣の皆様からの申し入れにつきましても、誠意をもって対処させ 

て頂きます。 
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